
地域再生計画 
 

１．地域再生計画の名称 

  地場産業の振興と都市交流を活かした町づくり計画 

 

２．地域再生計画の作成主体の名称 

  長崎県 

  長崎県東彼杵郡東彼杵町 

 

３．地域再生計画の区域 

  長崎県東彼杵郡東彼杵町の全域 

 

４．地域再生計画の目標 

   東彼杵町は長崎県のほぼ中央に位置し、地形は東西に長く、南東に大村市、北西は川棚町、北

東は佐賀県嬉野市に接し、南西は大村湾に臨み、総面積７４．１６K ㎡を有している。 

   北の虚空蔵岳から南の多良岳一帯の火成岩地域に彼杵川、千綿川の２級河川とその他の小河川

が谷を刻み、下流域の大村湾沿岸に小規模な平野を形成している。 

   本町は、古くから交通の要衝地として栄え、長崎街道と平戸街道が分岐する宿場町として発展

し、現在は国道３４号で長崎及び佐賀方面へ通じ、県北地域へは国道２０５号が連絡している他、 

  長崎自動車道東そのぎＩＣの設置により、九州の各主要都市へのアクセスが飛躍的に向上し、産

業、文化の交流が促進されている。このような交通の利便性を活かして、長崎県中核工業団地の

造成が行われ、企業誘致にも積極的に取組み、現在４社が進出しており、１社が計画中の状況に

ある。 

他方、本町はお茶とみかんとくじらの町として知られており、町の基幹産業は農業である。町

内には海に向いた斜面が多く、海から光と風を受けた豊かな農地が広がることから、この地形を

活用したみかん、びわの栽培や施設園芸でのイチゴの栽培のほか、自動選別機を導入して出荷調

整による鮮度の向上に努めているアスパラの栽培を行っている。 

また、土地利用型では水稲、みかん、茶の栽培が行われており、特に茶は栽培面積４００ｈａ

で長崎県内生産量の約６割を占め、「そのぎ茶」として平成４年には農林水産大臣賞を受賞した

ほか、優秀茶産地として産地賞を受賞するなど、町の特産品となっており、およそ４００戸の生

産者が年間７００ｔ近い荒茶を生産している。 

しかし、近年の高齢化の影響で水稲、みかんの栽培においては後継者不足が深刻化しており、

農地の遊休化が進んでいる。このため、町では地域の活性化のための地場産業の振興が不可欠と

考え、地場産品の消費地である都市との交流促進の観点から、山間丘陵地帯に散在する集落と町

中心部を結ぶ道路網を幹線とし、これを補完する集落間の連絡道を補助路線として位置づけ、幹

線を中心に整備を進めることで、生産地と消費地の間の流通網整備に注力してきた。 

特に、本町における町道の利用形態の特徴としては、日常生活のほか主幹産業である農業経営

にも密接に関係しており、農地への通作、集出荷時の輸送など、本来農道が担うべき役割も兼ね

ている状況である。このため、町では日常生活における利用度の高い主要幹線を中心に随時整備



を進めているが、その他の町道については路線数も多く、財政的な面からも整備に着手できない

のが現状である。 

 この結果、その他の町道を利用する機会が多い農業経営においては、通作や出荷等の作業に支 

障を来たしていることに加え、高齢化に伴う農家の営農意欲の後退と兼業化の進行により遊休農 

地が増加し、病害虫の発生や保水力の低減による土砂災害等が危惧されている。 

 これらの状況を解消し、地場産業である農業の活性化と特産物の普及、拡大を目指すべく、交 

付金の活用により、営農団地、農家集落及び集出荷施設を相互に連絡する道路網の整備を効率的 

に進めることで、町道並びに広域的な農道を一体的に整備し、生産流通体系の確立を図る。 

 こうした取組みと共に、特産物の消費拡大の施策として、国道や高速自動車道と町道及び広域 

農道との交通ネットワークを利用して県内外の各主要消費地圏との交流を促進し、農業体験や物 

産展を通じて特産物のＰＲと消費拡大を目指すことで、農業所得の増加と後継者の定着を図り、 

地場産業の活性化を通じた地域再生を図る。 

 

（目標１）幹線道路網の整備による生産拠点へのアクセス改善 

（茶生産農家の集落である中尾、太の原集落から町道大野原高原線と広域農道を経由し

赤木地区茶生産団地への通作時間を１０分以上短縮） 

 

５．目標を達成するために必要な事業 

（５－１）全体の概要 

 中山間地域の集落と国道及び町中心部までを縦断的に連絡し、住民生活と地域経済にとって重要な

役割を担っている１級町道大野原高原線と本町の丘陵地域の中心部を横断的に連絡し、生産拠点と農

業施設を一貫的に結ぶ広域農道との交通ネットワークを構築すべく、幹線道路網の整備を図る。 

        

（５－２）法第５章の特別の措置を適用して行う事業 

 道整備交付金を活用する事業 

整備箇所等については、別添の整備箇所を示した図面による。 

対象となる事業は、以下のとおり事業開始に係る手続き等を了している。 

・町  道：道路法に規定する市町村道に昭和５７年３月２６日に認定済み。 

・広域農道：事業採択を平成１７年４月１日に国より通知を受けるとともに、事業計画につい 

    ては土地改良法に基づく手続きを行い、平成１２年５月２４日に確定している。 

  ［事業主体］ 

   ・町  道 東彼杵町 

   ・広域農道 長崎県 

  ［施設の種類］  

・町  道 

・広域農道 

［事業区域］  

   ・町  道 東彼杵町 

・広域農道 東彼杵町 



 

  ［事業期間］ 

・町  道 平成１８年度～平成２２年度 

・広域農道 平成１８年度～平成２４年度 

［事業費］ 

・総事業費  ６，３１６，９００千円（うち交付金 ３，１５８，４５０千円） 

  町  道    ３１５，０００千円（うち交付金   １５７，５００千円） 

  広域農道  ６，００１，９００千円（うち交付金 ３，０００，９５０千円） 

［整備量］ 

・整備量  町  道  ０．３Ｋｍ 

広域農道 ６．２Ｋｍ 

 

（５－３）その他の事業 

  地域再生目標である幹線道路網の早期実現を図るために、他事業も積極的に取り入れ道路整

備を推進する計画である。 

  また、交通の利便性を有効に活用して特産物の消費地圏である都市との交流を促進し、地場

産業の活性化と消費拡大を目指した施策を展開していく。 

 

・ 国土交通省の地域活力基盤創造交付金並びに地方特定道路整備事業を活用し、町道大野原

高原線において国道３４号までの間の道路整備を実施している。 

 ・ 特産物である茶の「茶摘み体験ツアー」や新茶の時期に合わせた「新茶まつり」等の物産 

展を開催し、特産物の振興を図る。 

 

６．計画期間 

  平成１８年度～平成２４年度 

 

７．目標の達成状況に係る評価に関する事項 

  ４に示す地域再生計画の目標については、計画終了後に事業主体である、東彼杵町及び長崎

県が合同で耕作者等への聞き取り調査を行い、状況を把握し、双方が町民・県民へ公表する。 

 

  ８．地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 

    特になし。 

 

 

 

 

 

 

 


